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公益財団法人原子力安全技術センターの「登録特定放射性同位元素 

防護管理者定期講習機関」への登録について（案） 

 

令和元年１０月３０日 

原 子 力 規 制 委 員 会 

 

１．経緯  

公益財団法人原子力安全技術センターから、令和元年１０月１７日、放射性

同位元素等の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６７号。以下「放射性同

位元素等規制法」という。）第４１条の４１の規定に基づく登録特定放射性同位

元素防護管理者定期講習機関の登録の申請書が提出された。 

 

２．欠格条項、登録の要件等の確認  

当該申請書及び添付書類について確認した結果、放射性同位元素等規制法第

４１条の４２の規定に基づく登録の要件等に適合しているものと認められ、同

法第４１条の４６の規定において準用する同法第４０条各号の規定に定める欠

格条項に該当しないものと認められる（確認の概要は別添参照）。 

また、公益財団法人原子力安全技術センターは、既に放射性同位元素等規制

法に基づく登録検査機関、登録放射線取扱主任者定期講習機関等（参考２）で

あり、登録の要件等に適合していること及び欠格条項に該当しないことのうち、

各登録機関に共通する項目については、登録機関の更新時や立入検査において

確認してきている。 

このため、「登録特定放射性同位元素防護管理者定期講習機関」として登録す

ることとし、別紙のとおり申請者に通知を行うこととする。 

 

３．今後の予定  

原子力規制委員会は、公益財団法人原子力安全技術センターを登録特定放射

性同位元素防護管理者定期講習機関に登録をしたことについて、登録認証機関

等に関する規則第１３２条の規定に基づき、官報で公示を行う。 

公益財団法人原子力安全技術センターは、登録特定放射性同位元素防護管理

者定期講習機関として、放射性同位元素等規制法第４１条の４４の規定に基づ

き、特定放射性同位元素防護管理者定期講習業務規程を定め、業務の開始前に、

原子力規制委員会に届け出る必要がある。 

資料１ 
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公益財団法人原子力安全技術センター「登録特定放射性同位元素防護管理者 

定期講習機関」の登録申請に関する確認の概要 

 

 

１．法人概要 

（１）法人名：公益財団法人原子力安全技術センター 

（２）会長：石田 寛人 

（３）設立：昭和５５年１０月１日 

（４）業務内容 

〇放射性同位元素等規制法に基づく以下の登録認証機関等の業務 

・登録認証機関としての放射性同位元素装備機器等の設計認証業務 

・登録検査機関としての施設検査、定期検査に関する業務 

・登録定期確認機関としての定期確認に関する業務 

・登録運搬物確認機関としての放射性同位元素等の運搬物確認に関する業務 

  ・登録資格講習機関としての放射線取扱主任者講習（第１種、第２種、第３種）の実施 

に関する業務 

  ・登録定期講習機関としての放射線取扱主任者の定期講習の実施に関する業務 

・登録試験機関としての放射線取扱主任者試験（第１種、第２種）の実施に関する業務 

  ・登録濃度確認機関としての放射性汚染物等の放射能濃度を確認する業務 

  〇原子力防災に関する業務 

  ・原子力防災に係る研修、地方自治体の支援 

  

（別添） 
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２．確認の概要 

（１）申請書及び添付書類 

公益財団法人原子力安全技術センターが行った放射性同位元素等の規制に関する法律

（昭和３２年法律第１６７号。以下「放射性同位元素等規制法」という。）第４１条の４

１の規定に基づく登録特定放射性同位元素防護管理者定期講習機関の登録の申請（以下

「本申請」という。）について、登録認証機関等に関する規則（平成１７年文部科学省令

第３７号）第１２２条に定める申請書及び添付書類が、表１のとおり全て提出されたこ

とを確認した。 

 

表１ 申請書添付書類の提出状況 

添付書類 登録定期確認機関 

定款又は寄付行為及び登記事項証明書 ○ 

役員の氏名及び経歴を記載した書類 ○ 

放射性同位元素等規制法第４１条の４６の規定にお

いて準用する法第４０条各号のいずれにも該当しな

いことを説明した書類【欠格条項の確認】 

○ 

申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借

対照表及び当該事業年度末の財産目録又はこれらに

準ずるもの【債務超過の状態にないことの確認】 

○ 

特定放射性同位元素防護管理者定期講習業務（以下

この章において「防護管理者定期講習業務」という。）

の実施方法に関する事項の概要を記載した書類 

○ 

講師の氏名を記載した書類及び講師が法第４１条の

４２第２号に該当する者であることを説明した書類

【知識経験を有する者が業務及びその管理を行うこ

との確認】 

○ 

防護管理者定期講習業務以外の業務を行っていると

きは、その業務の種類及び概要を記載した書類 
○ 
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（２）登録の要件等 

本申請が、放射性同位元素等規制法第４１条の１６及び第４１条の１８の規定におい

て準用する同法第４１条第１項各号の規定に基づく登録の要件等のすべてに適合するこ

とを表２の通り確認した。 

 

表２ 登録の要件等の適合状況 

登録の要件等 登録特定放射性同位元素防護管理者 

定期講習機関 

（１）放射性同位元素等規制法第３８条の３におい

て準用する法第３６条の２第２項の原子力規制委

員会で定める課目（施行規則第３８条の７第４項）

について、特定放射性同位元素防護管理者定期講

習を行うこと 

○ 

（２）知識経験を有する講師が特定放射性同位元素

防護管理者定期講習を行うことものであること、

若しくは同等以上の知識経験を有する者が行うも

のであること 

○ 

（３）債務超過の状態にないこと ○ 

（注１）（１）については、放射性同位元素等規制法施行規則第３８条の７第４項の規定に

基づく、放射性同位元素等の規制に関する法律に関する課目、放射性同位元素の取扱い

に関する課目、特定放射性同位元素の防護に関する課目を行うこととしている。 

（注２）（２）については、３名が特定放射性同位元素防護管理者育成プログラム（参考３）

を受講しており、放射性同位元素等規制法第４１条の４２第２号ロの規定に該当する。 

（注３）（３）については、公益財団法人原子力安全技術センターについて、登録認証機関

等に関する規則第１２２条第１号二の規定「申請の日の属する事業年度の直前の事業年

度の貸借対照表及び当該事業年度末の財産目録及びこれらに準ずるもの」として、貸借

対照表及び財産目録が添付されており、内容について債務超過の状態にないことを確認

した。 

 

  



   

5 
 

（３）欠格条項 

本申請が、放射性同位元素等規制法第４１条の４６の規定において準用する同法第４

０条各号の規定に定める下記の欠格条項のいずれにも該当しないことを表３のとおり確

認した。 

 

表３ 欠格条項の該当状況 

欠格条項 登録特定放射性同位元素防護管理者 

定期講習機関 

（１）放射性同位元素等規制法又は同法に基づく命

令に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行

を終わり、又は執行を受けることがなくなった日

から２年を経過しない者 

該当しない 

（２）放射性同位元素等規制法第４１条の４６の規

定において準用する法第４１条の１２の規定によ

り登録を取り消され、その取消しの日から２年を

経過しない者 

該当しない 

（３）法人であって、その業務を行う役員のうちに放

射性同位元素等規制法第４０条第１号又は第２号

のいずれかに該当する者があるもの 

該当しない 
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（案） 
原規放発第    号 
令和元年  月  日 

 
 
公益財団法人原子力安全技術センター 
 会長 石田 寛人 宛て 
 
 

原子力規制委員会     
 
 
 

登録特定放射性同位元素防護管理者定期講習機関の登録について（通知） 
 
 
 
令和元年１０月１７日付け申請のあった標記の件について、放射性同位元素

等の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６７号）第３８条の３の規定にお

いて準用する法律第３６条の２第１項に規定する登録特定放射性同位元素防護

管理者定期講習機関として登録をしたので、通知します。 

（別紙） 
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放射性同位元素等の規制に関する法律（抄） 

（昭和３２年法律第１６７号） 
 

第五章 放射線取扱主任者等 
（放射線取扱主任者の義務等） 
第三十六条 放射線取扱主任者は、誠実にその職務を遂行しなければならない。 
２ 使用施設、廃棄物詰替施設、貯蔵施設、廃棄物貯蔵施設又は廃棄施設に立ち入る者は、

放射線取扱主任者がこの法律若しくはこの法律に基づく命令又は放射線障害予防規程の

実施を確保するためにする指示に従わなければならない。 
３ 前項に定めるもののほか、許可届出使用者、届出販売業者、届出賃貸業者及び許可廃

棄業者は、放射線障害の防止に関し、放射線取扱主任者の意見を尊重しなければならな

い。 
 
（放射線取扱主任者定期講習） 
第三十六条の二 許可届出使用者、届出販売業者、届出賃貸業者及び許可廃棄業者のうち

原子力規制委員会規則で定めるものは、放射線取扱主任者に、原子力規制委員会規則で

定める期間ごとに、原子力規制委員会の登録を受けた者（以下「登録放射線取扱主任者

定期講習機関」という。）が行う放射線取扱主任者の資質の向上を図るための講習（以下

「放射線取扱主任者定期講習」という。）を受けさせなければならない。 
２ 放射線取扱主任者定期講習は、原子力規制委員会規則で定める課目について行う。 
３ 前項に定めるもののほか、放射線取扱主任者定期講習の受講手続その他の実施細目は、

原子力規制委員会規則で定める。 
 
（研修の指示）第三十六条の三 ～（解任命令）第三十八条 
（略） 

 
（特定放射性同位元素防護管理者） 
第三十八条の二 許可届出使用者及び許可廃棄業者は、第二十五条の三第一項の政令で定

める場合においては、特定放射性同位元素の防護に関する業務を統一的に管理させるた

め、原子力規制委員会規則で定めるところにより、特定放射性同位元素の取扱いの知識

その他について原子力規制委員会規則で定める要件を備える者のうちから、特定放射性

同位元素防護管理者を選任しなければならない。 
２ 許可届出使用者及び許可廃棄業者は、前項の規定により特定放射性同位元素防護管理

者を選任したときは、原子力規制委員会規則で定めるところにより、選任した日から三

十日以内に、その旨を原子力規制委員会に届け出なければならない。これを解任したと

きも、同様とする。 
 
（準用） 
第三十八条の三 第三十六条から第三十八条までの規定は、特定放射性同位元素防護管理

者について準用する。この場合において、これらの規定中「許可届出使用者、届出販売

業者、届出賃貸業者」とあるのは「許可届出使用者」と、「放射線障害の防止」とあるの

は「特定放射性同位元素の防護」と、「放射線取扱主任者定期講習」とあるのは「特定放

射性同位元素防護管理者定期講習」と、第三十六条第二項中「放射線障害予防規程」と

あるのは「特定放射性同位元素防護規程」と、第三十六条の二第一項中「受けた者（以

下「登録放射線取扱主任者定期講習機関」という。）」とあるのは「受けた者」と、第三

十七条第一項中「放射性同位元素若しくは放射線発生装置の使用をし、又は放射性同位

元素若しくは放射性汚染物を廃棄しよう」とあるのは「特定放射性同位元素を取り扱お

う」と、同条第二項中「第三十四条第一項」とあるのは「第三十八条の二第一項」と読

み替えるほか、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 
 

（参考１） 
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第五章 登録認証機関等 
（登録認証機関の登録） 
第三十九条 （略） 
 
（欠格条項） 
第四十条  原子力規制委員会は、前条の規定により登録の申請をした者（次条において「登

録申請者」という。）が、次の各号のいずれかに該当するときは、登録をしてはならない。 
一  この法律又はこの法律に基づく命令に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行

を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から二年を経過しない者 
二  第四十一条の十二の規定により登録を取り消され、その取消しの日から二年を経過

しない者 
三  法人であつて、その業務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する者がある

もの 
 
（登録の要件等） 
第四十一条  （第１項略） 
２ 第十二条の二第一項の登録は、登録認証機関登録簿に次に掲げる事項を記載してする

ものとする。 
一 登録年月日及び登録番号 
二 登録を受けた者の氏名又は名称及び住所 
三 登録を受けた者が行う設計認証業務の内容 
四 登録を受けた者が設計認証業務を行う事業所の所在地 
五 前各号に掲げるもののほか、原子力規制委員会規則で定める事項 

 
（設計認証業務規程）第四十一条の五 ～（準用）第四十一条の十六  （略） 

 

（登録特定放射性同位元素防護管理者定期講習機関の登録） 

第四十一条の四十一 第三十八条の三において準用する第三十六条の二第一項の登録は、

第三十八条の三において準用する同項に規定する特定放射性同位元素防護管理者定期講

習（以下単に「特定放射性同位元素防護管理者定期講習」という。）の実施に関する業務

（以下「特定放射性同位元素防護管理者定期講習業務」という。）を行おうとする者の申

請により行う。 

 

（登録の要件等） 

第四十一条の四十二 原子力規制委員会は、前条の規定により登録の申請をした者が次に

掲げる要件の全てに適合しているときは、その登録をしなければならない。この場合に

おいて、登録に関して必要な手続は、原子力規制委員会規則で定める。 

一 第三十八条の三において準用する第三十六条の二第二項の原子力規制委員会規則で

定める課目について、特定放射性同位元素防護管理者定期講習を行うこと。 

二 次に掲げる条件のいずれかに適合する知識経験を有する講師が特定放射性同位元素

防護管理者定期講習を行うこと。 

イ 特定放射性同位元素防護管理者として選任された者で、その後二年以上特定放射

性同位元素の防護に関する業務を統一的に管理する業務に従事した経験を有するも

の 

ロ イに掲げる者と同等以上の知識及び経験を有する者 

三 債務超過の状態にないこと。 

 

（特定放射性同位元素防護管理者定期講習の実施に係る義務） 

第四十一条の四十三 第三十八条の三において準用する第三十六条の二第一項の登録を受

けた者（以下「登録特定放射性同位元素防護管理者定期講習機関」という。）は、第三十
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八条の三において準用する第三十六条の二第三項の実施細目に従い、公正に特定放射性

同位元素防護管理者定期講習を実施しなければならない。 

 

（特定放射性同位元素防護管理者定期講習業務規程） 

第四十一条の四十四 登録特定放射性同位元素防護管理者定期講習機関は、特定放射性同

位元素防護管理者定期講習業務に関する規程（次項において「特定放射性同位元素防護

管理者定期講習業務規程」という。）を定め、特定放射性同位元素防護管理者定期講習業

務の開始前に、原子力規制委員会に届け出なければならない。これを変更しようとする

ときも、同様とする。 

２ 特定放射性同位元素防護管理者定期講習業務規程には、特定放射性同位元素防護管理

者定期講習業務の実施方法、特定放射性同位元素防護管理者定期講習に関する料金その

他原子力規制委員会規則で定める事項を定めておかなければならない。 

 

（業務の休廃止） 

第四十一条の四十五 （略） 

 

（準用） 

第四十一条の四十六 第四十条、第四十一条第二項、第四十一条の二、第四十一条の四、

第四十一条の七、第四十一条の十から第四十一条の十三まで並びに第四十一条の十四第

二項及び第三項の規定は、第三十八条の三において準用する第三十六条の二第一項の登

録について準用する。この場合において、これらの規定（第四十一条第二項第三号を除

く。）中「設計認証業務」とあるのは「特定放射性同位元素防護管理者定期講習業務」と、

「登録認証機関」とあるのは「登録特定放射性同位元素防護管理者定期講習機関」と、

第四十一条第二項中「登録認証機関登録簿」とあるのは「登録特定放射性同位元素防護

管理者定期講習機関登録簿」と、同号中「設計認証業務」とあるのは「第四十一条の四

十一に規定する特定放射性同位元素防護管理者定期講習業務（以下単に「特定放射性同

位元素防護管理者定期講習業務」という。）」と、第四十一条の十中「第四十一条第一項

各号のいずれか」とあるのは「第四十一条の四十二各号のいずれか」と、第四十一条の

十一中「第四十一条の三」とあるのは「第四十一条の四十三」と、第四十一条の十四第

二項中「第四十一条の六」とあるのは「第四十一条の四十五」と、「許可をしたとき」と

あるのは「届出があつたとき」と読み替えるほか、これらの規定に関し必要な技術的読

替えは、政令で定める。  
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放射性同位元素等の規制に関する法律施行規則（抄） 

（昭和３５年総理府令第五十六号） 

 
第五章 放射線取扱主任者等 

（特定放射性同位元素防護管理者の選任） 

第三十八条の四 許可届出使用者及び許可廃棄業者が法第三十八条の二第一項の規定によ

り選任しなければならない特定放射性同位元素防護管理者の数は、一工場若しくは一事

業所又は一廃棄事業所につき少なくとも一人とする。 

２ 法第三十八条の二第一項の規定による選任は、特定放射性同位元素の取扱いを開始す

るまでにしなければならない。 

 

（特定放射性同位元素防護管理者の要件） 

第三十八条の五 法第三十八条の二第一項の原子力規制委員会規則で定める要件は、次の

各号に掲げるとおりとする。 

一 事業所等において特定放射性同位元素の防護に関する業務を統一的に管理できる地

位にある者であること。 

二 放射性同位元素の取扱いに関する一般的な知識を有する者であること。 

三 特定放射性同位元素の防護に関する業務に管理的地位にある者として一年以上従事

した経験を有する者又はこれと同等以上の知識及び経験を有していると原子力規制委

員会が認めた者であること。 

 

（特定放射性同位元素防護管理者の選任等の届出） 

第三十八条の六 （略） 

 

（特定放射性同位元素防護管理者定期講習） 

第三十八条の七 法第三十八条の三において準用する法第三十六条の二第一項の原子力規

制委員会規則で定める者は、許可届出使用者及び許可廃棄業者とする。 

２ 法第三十八条の三において準用する法第三十六条の二第一項の原子力規制委員会規則

で定める期間は、次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該各号に定める期間とする。 

一 特定放射性同位元素防護管理者であつて特定放射性同位元素防護管理者に選任され

た後特定放射性同位元素防護管理者定期講習を受けていない者（特定放射性同位元素

防護管理者に選任される前一年以内に特定放射性同位元素防護管理者定期講習を受け

た者を除く。） 特定放射性同位元素防護管理者に選任された日から一年以内 

二 特定放射性同位元素防護管理者（前号に掲げる者を除く。） 前回の特定放射性同位

元素防護管理者定期講習を受けた日の属する年度の翌年度の開始の日から三年以内 

３ 登録特定放射性同位元素防護管理者定期講習機関は、毎年少なくとも一回、特定放射

性同位元素防護管理者定期講習を実施しなければならない。 

４ 法第三十八条の三において準用する法第三十六条の二第二項の原子力規制委員会規則

で定める課目は、次の各号に掲げるものとする。ただし、特定放射性同位元素防護管理

者定期講習を受けようとする日の属する年度の開始の日から過去三年以内に別表第四上

欄第一号又は第二号の放射線取扱主任者定期講習を受けた者に対しては、第一号若しく

は第二号又はその双方（別表第四上欄第二号の放射線取扱主任者定期講習を受けた者で

あつて、密封されていない放射性同位元素を取り扱う者にあつては、第一号に限る。）に

掲げる課目を省略することができる。 

一 法に関する課目 

二 放射性同位元素の取扱いに関する課目 

三 特定放射性同位元素の防護に関する課目 

５ 前各項に定めるもののほか、特定放射性同位元素防護管理者定期講習の時間数その他

の実施細目は原子力規制委員会が別に定める。 
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登録認証機関等に関する規則（抄） 

（平成１７年文部科学省令第３７号） 

 
第十一章 登録特定放射性同位元素防護管理者定期講習機関 

（登録の申請） 

第百二十二条 法第四十一条の四十一の登録の申請をしようとする者は、別記様式第一の

申請書に次の書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。 

一 申請者が法人である場合にあっては、次に掲げる書類 

イ 定款又は寄附行為及び登記事項証明書 

ロ 役員の氏名及び経歴を記載した書類 

ハ 法第四十一条の四十六において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しない

ことを説明した書類 

ニ 申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対照表及び当該事業年度末の

財産目録又はこれらに準ずるもの 

二 申請者が個人である場合にあっては、次に掲げる書類 

イ 住民票の写し及び履歴書 

ロ 法第四十一条の四十六において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しない

ことを説明した書類 

ハ 資産に関する調書 

三 特定放射性同位元素防護管理者定期講習業務（以下この章において「防護管理者定

期講習業務」という。）の実施方法に関する事項の概要を記載した書類 

四 講師の氏名を記載した書類及び講師が法第四十一条の四十二第二号に該当する者で

あることを説明した書類 

五 防護管理者定期講習業務以外の業務を行っているときは、その業務の種類及び概要

を記載した書類 

 

（登録の更新）第百二十三条 ～（防護管理者定期講習業務の引継ぎ）第百三十一条 

（略） 

 

（公示） 

第百三十二条  原子力規制委員会は、次の表の上欄に掲げる場合には、それぞれ同表の下

欄に掲げる事項を官報で公示しなければならない。 

一 法第三十八条の三において読

み替えて準用する法第三十六条

の二第一項の登録をしたとき。 

一 登録防護管理者定期講習機関の氏名又は名称

及び住所 

二 防護管理者定期講習業務の内容 

三 防護管理者定期講習業務を行う事業所の所在

地 

四 登録した年月日 

（以下略） 

 



放射性同位元素等の規制に関する法律
（昭和３２年法律第１６７号）に基づく登録認証機関等について

（参考２）

• 昭和55年に規制の充実と合理化を図るため「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関
する法律」（昭和32年法律第167号。以下「放射線障害防止法」という。）が改正され、国
が行う規制業務の一部を指定する民間機関に代行させる指定機関の制度が整備された。

• その後、公益法人改革を踏まえて平成17年に放射線障害防止法が改正されたことにより登録
機関制が整備された。

１．経緯等

• 原子力規制委員会は、登録特定放射性同位元素防護管理者定期講習機関の登録申請者が放射
性同位元素等規制法第41条の46の規定により準用する法第40条に規定する欠格条項に該当せ
ず、第41条の42に規定する登録の要件等を満たす場合には、登録をしなければならない。

• 公益財団法人原子力安全技術センターは、現在、登録認証機関の他 7 登録機関として既に
登録の実績があり、それに加えて、今回「登録特定放射性同位元素防護管理者定期講習機
関」としての登録を申請している。

２．登録認証機関等

「登録特定放射性同位元素防護管理者定期講習機関」は、放射性同位元素等規制法第38条の
3の規定による準用する法第36条の2第1項の規定に基づき、許可使用者等において選任され
た特定放射性同位元素防護管理者が受ける定期講習を行う。

登録認証機関等 登録機関名 登録日

登録認証機関 公益財団法人原子力安全技術センター 平成17年9月5日

登録検査機関
公益財団法人原子力安全技術センター 平成17年9月5日

株式会社放射線管理研究所 平成27年9月16日

登録定期確認機関
公益財団法人原子力安全技術センター 平成17年9月5日

株式会社放射線管理研究所 平成27年9月16日

登録運搬物確認機関 公益財団法人原子力安全技術センター 平成17年9月5日

登録濃度確認機関 公益財団法人原子力安全技術センター 平成25年3月11日

登録試験機関 公益財団法人原子力安全技術センター 平成17年11月29日

登録資格講習機関

公益財団法人原子力安全技術センター 平成17年11月7日

公益社団法人日本アイソトープ協会 平成17年10月25日

独立行政法人日本原子力研究開発機構 平成17年11月29日

一般財団法人電子科学研究所 平成20年1月31日

登録放射線取扱主任者定期
講習機関

公益財団法人原子力安全技術センター 平成17年9月5日

公益社団法人日本アイソトープ協会 平成17年11月29日

一般財団法人電子科学研究所 平成17年11月29日

公益社団法人日本診療放射線技師会 平成17年12月1日

登録特定放射性同位元素防
護管理者定期講習機関

公益財団法人原子力安全技術センター

１２



 
（参考３） 

（令和元年度第８回原子力規制委員会資料２－３の抜粋） 
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特定放射性同位元素に対する防護措置の義務化に伴う関係法令の改正の施行に

向けた登録運搬物確認機関等に対する規定の運用について 

 

令和元年 5 月 22 日 

原 子 力 規 制 庁 

 

1.背景 

原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律等の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 15 号。以下「改正法」という。）第 5

条改正に伴い、登録運搬物確認機関及び登録特定放射性同位元素防護管理者定期講習機関（以

下「登録運搬物確認機関等」という。）の登録要件に、「特定放射性同位元素の防護に関する業

務に 2 年以上従事した経験を有する者」と「同等以上の知識及び経験を有する者」が業務を

行うことが追加された。 

しかしながら、「特定放射性同位元素の防護に関する業務」は改正法の施行日以降にしか発

生せず、したがって、施行日には「2年以上従事した経験を有する者」は存在しない。そのた

め、「同等以上の知識及び経験を有する者」が業務を行う必要がある。 

また、特定放射性同位元素の運搬は頻繁に行われているため、登録運搬物確認機関が円滑

に業務を実施するためには、改正法の施行日において特定放射性同位元素への防護措置の確

認を行うことができるよう、業務規程が変更されている必要がある。 

 

2.規定の運用について  

（１）同等以上の知識及び経験を有する者について 

原子力規制庁が実施した「特定放射性同位元素防護管理者等育成プログラム」を受講し、

当該育成プログラムの修了証を交付された者を「同等以上の知識及び経験を有する者」に

該当する者として取り扱うものとし、業務規程の審査において対象者が業務を行うことを

確認する。なお、昨年度に実施した育成プログラムでは、登録運搬物確認機関の職員が受

講し、修了証の交付を受けている。 
（２）業務規程の変更認可申請について 

施行日までに登録運搬物確認機関の業務規程が変更されているためには、施行日までに

原子力規制委員会に業務規程の変更認可を申請し、原子力規制委員会の審査が終わってい

る必要がある。そのため、登録運搬物確認機関の業務規程の変更認可申請は、施行日前で

も受け付けることとする。 

また、事業者の登録運搬物確認機関に対する運搬物の確認申請は、施行日前から行える

こととし、運搬確認証の発行は、業務規程の認可以後とする。 

 

3. 添付資料 

参考 「特定放射性同位元素防護管理者等育成プログラム」の実施について（平成 30 年度

19 回原子力規制委員会資料 2の抜粋） 


